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出　典
子どもの貧困に

関する指標No.

図１
相対的貧困率と子どもの貧困率の推移
（全国）

表１ 貧困率の年次推移（全国）

①困窮家庭の割合 図２ 困窮家庭の割合
青森県「青森県子どもの生活実態調
査」（平成30年度）

②大学等進学率 図３ 大学等進学率の推移
青森県教育委員会「高等学校等卒業
者の進路状況」

③高等学校中退率 図４ 高等学校中退率の推移
文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等
生徒指導上の諸課題に関する調査」

11

④要保護・準要保護児童生徒数、就学
援助率

図５
要保護・準要保護児童生徒数、就学援
助率の推移

文部科学省「要保護及び準要保護児
童生徒数」

⑤就学援助制度に関する周知状況 図６ 就学援助制度の周知状況の推移 文部科学省「就学援助の実施状況」 13

⑥スクールソーシャルワーカーの配置
人数

図７
スクールソーシャルワーカーの配置人
数

青森県教育委員会調べ 12

⑦過去1年間に経済的な理由で電気料金
を支払えなかった経験

図８
過去１年間に経済的な理由で電気料金
を支払えなかった経験（全世帯）

16

⑧過去1年間に計画的な理由で食料を買
えなかった経験

図９
過去１年間に経済的な理由で食料を買
えなかった経験（全世帯）

17

⑨保護者が困った時や悩みがある時の
相談先

図10
本当に困った時や悩みがある時に相談
する相手や相談先

18

①生活保護世帯における１９歳以下の
被保護者数

図11
生活保護世帯における１９歳以下の被
保護者数の推移

厚生労働省「被保護者調査」、総務省「人口
推計」、青森県「青森県の推計人口年報」

②生活保護世帯の子どもの高等学校等
進学率

図12
生活保護世帯の子どもの高等学校等進
学率の推移

3

③生活保護世帯の子どもの高等学校等
中退率

図13
生活保護世帯の子どもの高等学校等中
退率の推移

4

④生活保護世帯の子どもの大学等進学
率

図14
生活保護世帯の子どもの大学等進学率
の推移

5

①社会的養護施設入所児童数 表２ 社会的養護施設入所児童数の推移 厚生労働省「福祉行政報告例」

②児童養護施設の子どもの高等学校等
進学率

図15
児童養護施設の子どもの高等学校等進
学率の推移

6

③児童養護施設の子どもの大学等進学
率

図16
児童養護施設の子どもの大学等進学率
の推移

7

①20歳未満世帯員のいる一般世帯に占
めるひとり親世帯数

表３
20歳未満世帯員のいる一般世帯に占め
るひとり親世帯数

総務省「国勢調査」

②児童扶養手当受給者数 図17 児童扶養手当受給者数の推移 厚生労働省「福祉行政報告例」

参考
20歳未満の子どものいる世帯数と児童
扶養手当受給者数との比率

総務省「国勢調査」、厚生労働省
「福祉行政報告例」

③ひとり親家庭の子どもの就園率（保
育園・幼稚園等）

図18
ひとり親家庭の就学前児童の養育の状
況

8

④ひとり親家庭の子どもの高等学校等
進学率及び大学等進学率

表４
ひとり親家庭の子どもの高等学校等進
学率及び大学等進学率

9、10

⑤ひとり親家庭の保護者の悩みごとの
相談相手

図19
ひとり親家庭の保護者の悩みごとの相
談相手

19

⑥ひとり親家庭の収入の状況 図20 ひとり親家庭の年間総収入

⑦ひとり親家庭の親の就業状況 図21 ひとり親家庭の親の雇用形態 21、22

⑧離婚家庭における養育費の状況 図22 離婚家庭における養育費の状況 23、24

⑨ひとり親家庭における福祉制度の利
用状況

表５ ひとり親家庭における制度の利用状況 25

⑩新型コロナの影響下におけるひとり
親家庭の状況

図23 今年の家計の収支見込み

図24
子どもに関することで、現在（コロナ禍におい
て）困っていること、不安に感じていること

図25
子ども以外のことで、現在（コロナ禍におい
て）困っていること、不安に感じていること

資料編　図表一覧

青森県「青森県親子等生活実態調
査」（令和元年度）

青森県「新型コロナの影響下におけ
るひとり親家庭の困難に関する調
査」（令和２年度）

厚生労働省「国民生活基礎調査」

青森県「青森県子どもの生活実態調
査」（平成30年度）

厚生労働省社会・援護局保護課調べ

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課
調べ

項　目 掲　載　図　表

１　全国の子どもの貧困率

２　青森県の子どもを取り巻く現状

(1)子どもの生活実態

(2)生活保護世帯の子どもの状況

(3)社会的養護児童の状況

(4)ひとり親家庭の状況
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１ 全国の子どもの貧困率 
   

平成３０年国民生活基礎調査の結果によると、我が国の子どもの貧困率は１３．５％で

あり、前回調査から０．４ポイント低下しているものの、７人に１人の子どもが平均的な

所得の半分以下の世帯で暮らし、貧困の状態にあると言われています。 

また、子どもがいる現役世帯のうち大人が一人の世帯の貧困率は４８．１％と、子ども

がいる現役世帯のうち大人が二人の世帯の１０．７％と比べ非常に高い水準となっていま

す。 
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17.0

昭和60 63 平成3 6 9 12 15 18 21 24 27 30

図１ 相対的貧困率と子どもの貧困率の推移（全国）

相対的貧困率 子どもの貧困率

（%）

資料）厚生労働省「国民生活基礎調査」

昭和
60年

63
平成
3年

6 9 12 15 18 21 24 27 30

相対的貧困率 12 13.2 13.5 13.8 14.6 15.3 14.9 15.7 16 16.1 15.7 15.4

子どもの貧困率 10.9 12.9 12.8 12.2 13.4 14.4 13.7 14.2 15.7 16.3 13.9 13.5

10.3 11.9 11.6 11.3 12.2 13 12.5 12.2 14.6 15.1 12.9 12.6

大人が一人 54.5 51.4 50.1 53.5 63.1 58.2 58.7 54.3 50.8 54.6 50.8 48.1

大人が二人以上 9.6 11.1 10.7 10.2 10.8 11.5 10.5 10.2 12.4 12.4 10.7 10.7

（注）大人とは18歳以上の者、子どもとは17歳以下の者をいい、現役世帯とは世帯主が18歳以上65歳未満の世帯をいう。

子どもがいる現役世帯
（全体）

表１　貧困率の年次推移（全国）

資料）厚生労働省「国民生活基礎調査」

（％）

※「子どもの貧困率」とは、１７歳以下の子ども全体に占める、等価可処分所得が中央値の半分の額

（平成３０年は１２７万円）に満たない子どもの割合を言います。  
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２ 青森県の子どもを取り巻く現状 

 

(1)  子どもの生活実態 

  ①困窮家庭の割合 

   県内の子どもの貧困の実態を多面的に把握するため、平成３０年度において小学生や

中学生の子どものいる家庭を対象に実施した「青森県子どもの生活実態調査」の結果に

よると、困窮家庭は１３．２％、周辺家庭は１８．２％、一般家庭は５９．０％となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料）青森県「青森県子どもの生活実態調査」（平成 30 年度） 

 

 

＜参考＞青森県子どもの生活実態調査における「生活困難度」の取扱いについて 

  次の３つの要素に係る回答状況から、２つ以上の要素に該当する場合は「困窮家庭」、 

１つの要素に該当する場合は「周辺家庭」、該当しない場合は「一般家庭」と分類してい 

ます。 

※全国の「子どもの貧困率」とは異なる取扱いであるため比較できるものではありません。 

 

Ａ 低所得 等価可処分所得（世帯の可処分所得（収入による可処分所得＋児童手当等の支

給額等）を世帯人数の平方根で割って調整した所得）が、国民生活調査の貧困線

の基準を下回る世帯  
 

Ｂ 家計の逼迫 生活費に関する質問７項目について、経済的な理由で払えなかった、または買えな

かったことが１つ以上あると答えた世帯 

①電話料金 ②電気料金 ③ガス料金 ④水道料金 ⑤家賃 ⑥食料 ⑦衣類 

 

Ｃ 子どもの体験や 

所有物の欠如 

子どもの体験や所有物などに関する質問 15項目のうち、経済的な理由で「してい

ない」、金銭的な理由で「ない」など欠如する項目が３つ以上あると答えた世帯  

①海水浴に行く ②博物館・科学館・美術館などに行く ③キャンプやバーベキュ 

ーに行く ④スポーツ観戦や劇場に行く ⑤遊園地やテーマパークに行く ⑥毎 

月お小遣いを渡す ⑦毎年新しい洋服・靴を買う ⑧習い事(音楽、スポーツ、 

習字等)に通わせる ⑨学習塾に通わせるまたは家庭教師に来てもらう ⑩お誕 

生日のお祝いをする ⑪１年に１回くらい家族旅行に行く ⑫クリスマスのプレゼ 

ントや正月のお年玉をあげる ⑬子どもの年齢に合った本 ⑭子ども用のスポー 

ツ用品・おもちゃ ⑮子どもが自宅で宿題をすることができる場所  

 

  

N =

全　　　体 2683

小学校５年生 1351

中学校２年生 1332

13.2

11.6

14.8

18.2

18.9

17.4

59.0

60.1

58.2

9.6

9.4

9.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮家庭 周辺家庭 一般家庭 無回答等

 

図２ 困窮家庭の割合 
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②大学等進学率 

   本県の高等学校（全日制・定時制課程）の卒業者の大学等進学率は、平成２５年以降

増加傾向にあり、令和２年は４６．６％となっています。 

 

                       

③高等学校中退率（指標 No.１１関連） 

     本県の高等学校の中退率は、平成２３年度以降少しずつ減少しており、平成３０年度 

は１．１％となっています。

   

41.9%
41.2% 41.4%

42.8%
44.0% 43.7%

44.6%

46.9%
46.2% 46.6%

35%

40%

45%

50%

平成23 24 25 26 27 28 29 30 31 令和2

図３ 大学等進学率の推移

資料）青森県教育委員会「高等学校等卒業者の進路状況」 数字は各年3月卒業者の状況

1.5%

1.5%

1.4%

1.3%

1.4%

1.2%

1.2%

1.0%

1.1%

1.1%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

平成21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

図４ 高等学校中退率の推移

資料）文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」

（平成27年度以前の名称は「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸課題に関する調査」）
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   ④要保護・準要保護児童生徒数、就学援助率 

   本県における要保護・準要保護児童生徒数は減少傾向で推移しており、平成３０年度 

は１５，８１２人となっています。就学援助率（要保護及び準要保護児童生徒数を公立

小中学校児童生徒数で除して算出）は平成２５年度以降横ばいで推移していましたが、

平成３０年度に若干減少し、１７．７６％となっています。 

 本県の就学援助率は全国を上回る状況が続いています。 

        
   (注)要保護児童生徒数：各年７月１日現在で生活保護法第６条第２項に規定する要保護者として各市

町村が把握している人数 
      準要保護児童生徒数：当該年度内に各市町村教育委員会が要保護者に準じる程度に困窮している

と認定した人数で、学用品費等（学用品費のほか通学費、修学旅行費など）が支給されたもので
あり、給食費や医療費のみを支給されたものは除く。 

 

⑤就学援助制度に関する周知状況（指標 No.１３関連） 

   本県の入学時及び毎年度の進級時に学校で就学援助制度の書類を配布している市町 

村の割合は減少傾向にあり、平成２９年度から５０．０％となっています。 

          

      ※入学時及び毎年度の進級時に学校で就学援助制度の書類を配布している市町村の割合 

19,252 
20,263 19,869 19,369 19,619 

18,552 18,275 
17,499 16,756 

15,812 

16.32

17.72 17.85 18.01
18.81

18.39 18.66 18.49 18.28
17.76

14.51
15.28 15.58 15.64 15.42 15.39 15.23 15.04 14.92 14.72

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

12

14

16

18

20

22

24

平成21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

図５ 要保護・準要保護児童生徒数、就学援助率の推移

要保護・準用保護児童数（青森県） 就学援助率（青森県） 就学援助率（全国）

資料）文部科学省「要保護及び準要保護児童生徒数」

（％）
（人）

58.5%

51.2%

53.7%
50.0% 50.0%

40%

45%

50%

55%

60%

65%

平成26 27 28 29 30

図６ 就学援助制度の周知状況の推移

資料）文部科学省「就学援助の実施状況」

（※） 

38



 

   ⑥スクールソーシャルワーカーの配置人数（指標 No.１２関連） 

     いじめ、不登校、子どもの貧困等、児童生徒が抱える問題について、児童生徒を取り

巻く環境からその状況の改善を図るため、スクールソーシャルワーカーの配置を拡充し

てきており、令和元年度は３０人となっています。 

               
  

 ⑦過去１年間に経済的な理由で電気料金を支払えなかった経験（指標 No.１６関連） 

   過去１年間に経済的な理由で電気料金支払えなかった経験が「あった」という世帯は、

全体では４．５％、困窮家庭では２６．３％となっています。 

  

 

資料）青森県「青森県子どもの生活実態調査」（平成 30 年度） 

 

⑧過去１年間に経済的な理由で食料を買えなかった経験（指標 No.１７関連） 

   過去１年間に経済的な理由で食料を買えなかった経験が「よくあった」「時々あった」

「まれにあった」という世帯は、全体では１７．４％、困窮家庭では７０．６％となっ

ています。 

   

   

  資料）青森県「青森県子どもの生活実態調査」（平成 30 年度） 

 

17人
21人

25人
28人 30人

0

10

20
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40

平成27 28 29 30 令和元

（人） 図７ スクールソーシャルワーカーの配置人数

資料）青森県教育委員会調べ

N =

全　　　体 2683

困窮家庭 354

周辺家庭 487

一般家庭 1587

4.5

26.3

5.7

87.1

64.4

85.8

91.6

5.4

5.6

5.3

5.3

2.9

3.7

3.1

3.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

あった なかった 該当しない（払う必要がない） 無 回 答

N =

全　　　体 2683

困窮家庭 354

周辺家庭 487

一般家庭 1587

1.9

12.4

1.4

6.0

33.3

8.8

9.5

24.9

16.2

4.7

80.1

26.8

71.3

92.3

2.5

2.5

2.3

3.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

よくあった 時々あった まれにあった 全くなかった 無 回 答

図８ 過去 1 年間に経済的な理由で電気料金を支払えなかった経験（全世帯） 

図９ 過去 1 年間に経済的な理由で食料を買えなかった経験（全世帯） 
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⑨保護者が困った時や悩みがある時の相談先（指標 No.１８関連） 

     困窮家庭においては、困った時や悩みを相談する相手がいない世帯が１１．０％であ

り、一般家庭（１．４％）と比較すると高い割合となっています。 

   また、困窮家庭においては、配偶者・パートナー、親、兄弟、その他の親戚、知人や 

友人、職場関係者などの身近にいる人を相談相手とする割合が低い傾向にあります。 

 

 

 

    
  資料）青森県「青森県子どもの生活実態調査」（平成 30 年度） 

 

N = 2683
％

配偶者・パートナー

親

兄弟、その他の親戚

知人や友人

職場関係者

学校の先生・スクールカウ
ンセラー・スクールソー
シャルワーカー

公的機関や役所・役場の
相談員

地域の民生委員・児童委
員

民間の支援団体・電話相
談

医療機関の医師や看護
師

インターネットサイトへの
書き込み

その他

相談できる相手がいない

その他

68.6

66.0

36.0

43.6

20.6

8.2

3.9

0.6

0.9

3.3

1.0

0.5

3.4

3.2

37.0

54.5

29.7

38.1

14.1

6.2

4.0

0.8

1.7

4.0

1.4

1.1

11.0

2.5

57.1

63.7

34.3

43.7

17.9

6.6

3.5

0.4

0.6

1.8

1.2

0.2

4.9

2.9

78.4

68.4

37.6

44.9

22.8

9.0

4.1

0.6

1.0

3.7

1.0

0.4

1.4

3.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

全 体 困窮家庭 周辺家庭 一般家庭

図 10 本当に困った時や悩みがある時に相談する相手や相談先（複数回答） 
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(2)  生活保護世帯の子どもの状況 

  ①生活保護世帯における１９歳以下の被保護者数 

   本県の生活保護世帯における１９歳以下の被保護者数は、平成２４年度以降減少して 

おり、平成３０年度は１，７０６人となっています。 

     本県の１９歳以下の人口に占める被保護者数の割合も平成２４年度減少しており、平 

成３０年度は０．８８％となっています。

        

 

②生活保護世帯の子どもの高等学校等進学率（指標 No.３関連） 

   本県の生活保護世帯の子どもの高等学校等進学率は、平成２８年度以降少しずつ増加 

傾向にありましたが、平成３１年度に減少し、９４．２％となっています。 

  

2,801 2,872 2,777 2,613 2,383 2,189 2,034 1,870 1,706 

1.15%
1.22% 1.20% 1.16%

1.09%
1.03% 0.99%

0.94%
0.88%

1.25%
1.34% 1.36% 1.33% 1.29%

1.24%
1.17%

1.10%
1.04%

0.00%

0.20%

0.40%

0.60%

0.80%

1.00%

1.20%

1.40%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

平成22 23 24 25 26 27 28 29 30

図11 生活保護世帯における19歳以下の被保護者数の推移

19歳以下の被保護者数 推計⼈⼝に占める割合（⻘森県）
推計⼈⼝に占める割合（全国）

（⼈）

資料）厚生労働省「被保護者調査」、総務省「人口推計」、青森県「青森県の推計人口年報」

93.4% 91.1% 92.9%
96.9%

94.2%

60%

70%

80%

90%

100%

平成27 28 29 30 31

図12 生活保護世帯の子どもの高等学校等進学率

の推移

資料）厚生労働省社会・援護局保護課調べ
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③生活保護世帯の子どもの高等学校等中退率（指標 No.４関連） 

   本県の生活保護世帯の子どもの高等学校等中退率は、平成２８年度に減少後、平成 

３０年度に上昇し、平成３１年度は２．６％となっています。

 

          

④生活保護世帯の子どもの大学等進学率（指標 No.５関連） 

   本県の生活保護世帯の子どもの大学等進学率は、平成２９年度以降増加傾向にあり、

平成３１年度は２７．０％となっています。 

       

       

 

 

 

 

 

 

 

3.9%

2.4% 2.2%
3.1%

2.6%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

平成27 28 29 30 31

図13 生活保護世帯の子どもの高等学校等中退率

の推移

資料）厚生労働省社会・援護局保護課調べ

20.3%
15.6%

23.5% 20.8%
27.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

平成27 28 29 30 31

図14 生活保護世帯の子どもの大学等進学率

の推移

資料）厚生労働省社会・援護局保護課調べ
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(3)  社会的養護児童の状況 

  ①社会的養護施設入所児童数 

   本県の社会的養護施設入所児童数は減少傾向で推移しており、平成３１年度は３４０ 

人となっています。 

 そのうち、児童養護施設が２０５人と最も多く、全体の６０．３％を占めていますが、

年度推移でみると児童養護施設は減少傾向にあり、代わってファミリーホームが増加傾

向にあります。 

  

②児童養護施設の子どもの高等学校等進学率（指標 No.６関連） 

   本県の児童養護施設の子どもの高等学校等進学率は、平成２７～２８年度は１００％ 

でしたが、平成３０～令和元年度は９１．７％と減少しています。

        

  ③児童養護施設の子どもの大学等進学率（指標 No.７関連） 

   本県の児童養護施設の子どもの大学等進学率は、平成３０年度まで増加傾向にありま 

したが、令和元年度は５．０％と減少しています。      

        

平成22年 23 24 25 26 27 28 29 30 31

乳児院 27 26 17 18 21 36 20 37 25 20

児童養護施設 323 299 313 274 252 211 222 215 206 205

児童心理治療施設 18 24 24 18 19 19 17 20 21 19

児童自立支援施設 11 12 10 8 7 5 9 7 9 9

里親 52 54 53 62 59 64 63 64 66 54

ファミリーホーム 6 8 15 13 18 20 19 19 23 33

計 437 423 432 393 376 355 350 362 350 340

表２　社会的養護施設入所児童数の推移

資料）厚生労働省「福祉行政報告例」

（人）

100.0% 100.0%
96.8%

91.7% 91.7%

60%

70%

80%

90%

100%

平成27 28 29 30 令和元

図15 児童養護施設の子どもの高等学校等進学率の推移

資料）厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課調べ

0.0%

17.4% 13.9%

33.3%

5.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

平成27 28 29 30 令和元

図16 児童養護施設の子どもの大学等進学率の推移

資料）厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課調べ
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(4)  ひとり親家庭の状況 

①２０歳未満世帯員のいる一般世帯に占めるひとり親世帯数 

   本県における２０歳未満の子どものいるひとり親世帯数は、平成１２年以降平成２２

年まで増加し、平成２７年に減少している。 

２０歳未満世帯員のいる一般世帯に占めるひとり親世帯の割合は平成１２年以降増加

しており、平成２７年は１４．５％である。

 

  
 (注) 「ひとり親世帯」とは、未婚、死別又は離別の女親（男親）と、その未婚の 20 歳未満の 

子どもから成る母子世帯及び父子世帯（他の世帯員がいる世帯を含む）である。 

 

 ②児童扶養手当受給者数 

   本県における児童扶養手当受給者数は、平成２４年度以降減少しており、令和元年度 

は１３，５９２人となっています。 

令和元年度の世帯別内訳は、母子世帯が１２，４５４世帯、父子世帯が１，０８９世

帯、その他の世帯が４９世帯となっています。

     

平成
12年

17 22 27

（Ａ）20歳未満世帯員のいる一般世帯数 177,287 158,934 140,412 123,579

16,676 19,441 20,209 17,923

　　　　　　　　（内訳） 　母子世帯数 13,271 15,972 16,841 15,103

　父子世帯数 3,405 3,469 3,368 2,820

9.4% 12.2% 14.4% 14.5%
20歳未満のいる一般世帯に占めるひとり親世帯数の割合
（Ｂ／Ａ）

表３　20歳未満世帯員のいる一般世帯に占めるひとり親世帯数

（Ｂ）20歳未満の子どものいるひとり親世帯数

15,297 15,382 15,171 14,886 14,471 14,032 13,617 12,971 12,437 12,070 

1,642 1,713 1,722 1,657 1,571 1,481 
1,347 1,219 

1,121 1,083 

553 569 566 561 549 544
503

482
465 439

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

平成22 23 24 25 26 27 28 29 30 令和元

図17 児童扶養手当受給者数の推移

⺟⼦世帯 ⽗⼦世帯 その他の世帯

資料）厚生労働省「福祉行政報告例」

（⼈） 

資料）総務省「国勢調査」 

 

 

（世帯） 
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(注) 「ひとり親世帯」とは、未婚、死別又は離別の女親（男親）と、その未婚の 20 歳未満の

子どもから成る母子世帯及び父子世帯（他の世帯員がいる世帯を含む）である。 

また、「児童扶養手当」の受給対象は、ひとり親家庭等で 18 歳の年度末までの児童を

養育する者であるが、父又は母が重度障害のふたり親家庭も対象であり、児童に中程度

以上の障害がある場合は 20 歳未満まで対象となるため、「ひとり親世帯」と対象は異

なるものである。 

 

③ひとり親家庭の子どもの就園率（保育園・幼稚園等）（指標Ｎｏ．８） 

 ひとり親家庭の就学前児童の養育状況については、母子世帯、父子世帯とも「保育所・ 

認定こども園・児童館」の割合が最も高く、「保育所・認定こども園・児童館」と「幼 

稚園」を合わせると、母子世帯は９４．８％、父子世帯は８７．１％となっています。 

   

 

平成
12年

17 22 27

（Ａ）20歳未満の子どものいるひとり親世帯数（世帯） 16,676 19,441 20,209 17,923

（Ｂ）児童扶養手当受給者数（人） 11,471 15,159 17,492 16,057

68.8 78.0 86.6 89.6

（参考）20歳未満の子どものいるひとり親世帯数と児童扶養手当受給者数との比率

20歳未満の子どものいるひとり親世帯数と児童扶養手当
受給者数との比率（Ｂ／Ａ×100）

9.5 

90.5 

4.3 

17.1 

0.6 

0.3 

0.0 

0.6 

0.6 

3.2 

83.9 

3.2 

45.2 

6.5 

6.5 

0.0 

6.5 

3.2 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

本人

保育所・認定こども園・児童館

幼稚園

本人の父母

その他の家族

親戚

知人

その他

無効・無回答

母子世帯

n=327

父子世帯

n=31

（％）

資料）青森県「青森県親子等生活実態調査」（令和元年度）

図18 ひとり親家庭の就学前児童の養育の状況 ※回答は2つ以内

資料）総務省「国勢調査」、厚生労働省「福祉行政報告例」 
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④ひとり親家庭の子どもの高等学校等進学率及び大学等進学率（指標Ｎｏ．９、１０） 

 ひとり親家庭の子どもの高等学校等進学率は９１．７％、大学等進学率は４２．９％ 

となっています。 

 

         表４ ひとり親家庭の子どもの高等学校等進学率 

及び大学等進学率 

     

 

 

 

 

⑤ひとり親家庭の保護者の悩みごとの相談相手（指標Ｎｏ．１９） 

 ひとり親家庭の保護者の悩みごとの相談相手については、母子世帯、父子世帯とも「家 

族」「友人・知人・上司」の割合が高い一方で、「自分で解決する」「相談相手なし」 

の割合も高くなっています。 

  

 

 

54.9 

3.9 

51.7 

0.1 

1.7 

2.6 

0.3 

24.7 

1.6 

10.8 

0.6 

39.1 

4.8 

39.1 

0.0 

1.3 

3.0 

0.9 

31.3 

1.7 

22.2 

0.0 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

家族

親戚

友人・知人・上司

民生（児童）委員

公的機関

学校の先生

母子寡婦福祉会

自分で解決する

その他

相談相手なし

無効・無回答

母子世帯

n=1429

父子世帯

n=230

資料）青森県「青森県親子等生活実態調査」（令和元年度）

（％）

図19 ひとり親家庭の悩みごとの相談相手 ※回答は2つ以内

ひとり親家庭の子どもの進学率 
中学卒業後 95.4％ 

高校卒業後 42.9％ 

資料）青森県「青森県親子等生活実態調査」（令和元年度） 
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⑥ひとり親家庭の収入の状況 

ひとり親家庭における年間総収入は、母子世帯では｢１００～１５０万円未満｣が２２．２％ 

と最も割合が高く、年間２００万円未満の世帯は５０．２％と半数を占めています。ま

た、父子子世帯では、｢２５０～３００万円未満｣が２１．５％と最も割合が高く、年間

２００万円未満の世帯は２３．３．％となっています。 

 

 

⑦ひとり親家庭の親の就業状況（指標Ｎｏ．２１、２２） 

 母子世帯の親の９３．０％は何らかの仕事に従事しており、雇用形態別では「正社員 

（常用雇用者）｣が４６．５％と最も高いものの、「臨時や不定期のアルバイト」と「パ 

ート」が３５．４％となっています。 

父子世帯の親の９５．３％は何らかの仕事に従事しており、雇用形態別では、「正社

員（常用雇用者）｣が６５．７％と最も高くなっています。 

 

1.6 

0.5 

7.1 

3.2 

22.2 

9.6 

19.3 

10.0 

21.2 

21.0 

11.1 

21.5 

7.0 

18.7 

1.9 

5.5 

0.3 

3.7 

8.4 

6.4 

母子世帯

n=1328

父子世帯

n=219

50万円未満 50～100万円未満 100～150万円未満 150～200万円未満

200～250万円未満 250～300万円未満 300～400万円未満 400～500万円未満

500万円以上 無効・無回答

資料）青森県「青森県親子等生活実態調査」（令和元年度）

図20 ひとり親家庭の年間総収入

3.1

1.7

46.5

5.7

29.7

2.7

0.2

3.4

6.9

0.1

14.8

6.1

65.7

2.2

2.2

2.6

0.0

1.7

3.9

0.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

自営業主

家族従業者

正社員（常用雇用者）

臨時や不定期のアルバイト

パート

派遣社員

内職

その他

無職

無効・無回答

母子世帯

n=1429

父子世帯

n=230

資料）青森県「青森県親子等生活実態調査」（令和元年度）

図21 ひとり親家庭の親の雇用形態 （％）

（％） 
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⑧離婚家庭における養育費の状況（指標Ｎｏ．２３、２４） 

 離婚家庭における養育費の状況については、母子世帯では「取り決めをした」が４５．４％ 

で、そのうち養育費を｢現在受けている｣者が２３．６％となっています。また、父子世 

帯で「取り決めをした」は２５．１％で、そのうち養育費を｢現在受けている｣者が４．７％ 

となっています。  

養育費を受け取っていない子どもは、母子世帯では７３．８％、父子世帯では９４．３％ 

となっています。 

 

 

 

 

 

資料）青森県「青森県親子等生活実態調査」（令和元年度） 

 

取り決めをしていない

53.6%

無効・無回答

1.0%

現在受けている

23.6%

過去に受けた

が現在はない

8.4%

受けたことがない

11.8%

無効・無回答

1.6%

取り決めをした

45.4％

母子世帯

n=1237

取り決めをしていない

74.4%

無効・無回答

0.5%

現在受けている

4.7%

過去に受けた

が現在はない

2.4%

受けたことがない

17.5%

無効・無回答

0.5%

取り決めをした

25.1％

父子世帯

n=211

図 22 離婚家庭における養育費の状況  （％） 
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⑨ひとり親家庭における福祉制度の利用状況（指標Ｎｏ．２５） 

母子世帯、父子世帯ともに、｢ひとり親家庭等医療費助成事業｣及び｢児童手当｣の利用

割合が高くなっています。 

制度を「知らなかった｣割合が高いのは、母子世帯、父子世帯ともに「母子父子寡婦

福祉資金」｢ひとり親等日常生活支援事業｣、｢学習支援｣です。 

｢今後利用したい｣割合が高いのは、母子世帯では｢大学入学時奨学金｣｢学習支援｣、父

子世帯は「大学入学時奨学金」「学習支援」「就学援助」となっています。 

  ひとり親家庭の自立に向けて各種事業を実施している「母子家庭等・自立支援センタ

ー事業」については、母子世帯、父子世帯ともに制度を「知らなかった」割合は約３０％

となっています。 

 

 

 ＜母子世帯＞ 

  

＜父子世帯＞ 

 
資料）青森県「青森県親子等生活実態調査」（令和元年度） 

 

対象者では

ない
知らなかった

その他

（必要がない等）

①母子父子寡婦福祉資金 7.9 5.8 44.0 18.5 13.2 23.7
②ひとり親家庭等医療費助成事業 93.9 0.6 1.7 0.6 2.8 3.1
③ひとり親等日常生活支援事業（家庭生活支援員派遣） 1.2 2.9 53.6 26.7 5.5 15.5
④母子家庭等・自立支援センター事業 6.6 2.8 31.4 39.5 9.6 19.7
⑤遺児童援護対策事業 1.0 25.8 35.5 23.6 1.7 14.1
⑥児童手当 94.4 2.0 0.3 0.1 1.8 3.1
⑦高等職業訓練促進給付金・自立支援教育訓練給付金 4.2 6.7 39.0 27.2 13.2 23.0
⑧大学入学時奨学金 1.9 12.0 26.2 16.1 38.2 43.7
⑨学習支援 4.8 3.6 50.0 16.3 16.5 25.3
⑩子どもの医療費助成（②ひとり親家庭等医療費助成を除く） 36.7 8.0 28.1 11.3 5.5 16.0
⑪就学援助 45.6 5.2 21.1 11.0 10.7 17.2
⑫福祉事務所 8.3 0.0 33.7 40.0 3.0 18.1
⑬児童相談所 7.6 2.9 15.2 58.3 3.5 16.0
⑭母子・父子自立支援員 1.7 2.0 35.5 43.9 4.5 17.0
⑮民生（児童）委員 7.7 0.0 26.0 48.8 3.3 17.5
⑯公共職業安定所（ハローワーク） 59.1 0.0 3.9 20.7 6.9 16.3

無効・無回答

利用したことがない

今後利用し

たい
区分

利用したこ

とがある

対象者では

ない
知らなかった

その他

（必要がない等）

①母子父子寡婦福祉資金 4.3 5.2 45.7 16.1 10.0 28.7
②ひとり親家庭等医療費助成事業 87.4 2.2 3.0 1.3 2.2 6.1
③ひとり親家庭等日常生活支援事業（家庭生活支援員派遣） 2.2 3.5 46.5 22.2 7.0 25.7
④母子家庭等就業・自立支援センター事業 1.3 12.6 30.0 31.3 4.8 24.8
⑤遺児等援護対策事業 0.9 20.0 30.0 24.3 3.9 24.8
⑥児童手当 90.0 3.0 0.4 1.3 1.7 5.2
⑦高等職業訓練促進給付金・自立支援教育訓練給付金 1.7 8.3 36.1 23.5 11.7 30.4
⑧大学入学時奨学金 1.7 11.3 26.1 14.8 31.3 46.1
⑨学習支援 7.8 4.8 40.0 14.3 17.8 33.0
⑩子どもの医療費助成（②ひとり親家庭等医療費助成を除く） 29.6 6.5 26.1 12.2 6.1 25.7
⑪就学援助 23.0 9.1 27.4 9.6 17.4 30.9
⑫福祉事務所 7.4 0.4 27.0 33.5 5.7 31.7
⑬児童相談所 5.7 3.9 17.4 43.5 8.3 29.6
⑭母子・父子自立支援員 1.3 3.0 30.4 36.5 7.0 28.7
⑮民生（児童）委員 4.3 0.0 26.5 40.0 3.9 29.1
⑯公共職業安定所（ハローワーク） 26.5 0.0 7.4 35.7 8.7 30.4

無効・無回答

利用したことがない

区分
利用したこ

とがある

今後利用し

たい

表５ ひとり親家庭における制度の利用状況 （％） 
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⑩新型コロナの影響下におけるひとり親家庭の状況 

 令和２年度に県内のひとり親家庭を対象に実施した「新型コロナの影響下におけるひ 

とり親家庭の困難に関する調査」の結果によると、家計の収支見込について「赤字（貯 

蓄を切り崩さないと生活できない程度）」とする回答が５０．５％、「大赤字（貯蓄を 

切り崩してもやりくりできない程度）」とする回答が１２．５％となっています。 

 また、コロナ禍において困っていることや不安に感じていることについては、子ども 

に関することとしては「子どもの勉強が遅れること」「子ども自身の健康や生活リズム 

が悪化すること」「学校以外の子どもの居場所や遊び場がなくなること」の割合が高く 

なっており、子ども以外に関することとしては「家計が悪化すること」「自分や家族が 

新型コロナに感染すること」の割合が高くなっています。  

         

 

        

大赤字（貯蓄を切り崩して

もやりくりできない程度）

12.5％

赤字（貯金を切り崩さな

いと生活できない程度）

50.5％

あまり変わらない

31.2％

黒字

0.8％

その他

5.0％

図23 今年の家計の収支見込み （％）

56.3

16.8

46.8

16.9

16.1

6.6

46.7

14.5

0 10 20 30 40 50 60

子どもの勉強が遅れること

子どもの部活動ができないこと

子ども自身の健康や生活リズムが悪化すること

子どもへの世話が十分できないこと

子どもの預け先がないこと

親子関係が悪くなること

学校以外の子どもの居場所や遊び場がなくなること

その他

図24 子どもに関することで、現在（コロナ禍において）

困っていること、不安に感じていること（複数選択）
（％）

38.5

73.0

4.7

73.4

51.7

6.1

8.0

5.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80

自分の仕事（失業・休業・在宅勤務など）に関わること

家計（支出の増加、収入の減少）が悪化すること

家事全般ができなくなること

自分や家族が新型コロナに感染すること

自分自身の健康不安や精神的ストレスが高まること

地域の人間関係・近所づきあいが悪化すること

不安や悩みの相談相手がいないこと

その他

図25 子ども以外のことで、現在（コロナ禍において）困っている

こと、不安に感じていること（複数選択） （％）
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